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最 近 の 税 務 行 政 の 動 向 

( 東日本大震災への対応) 

 



 

 

東日本大震災への対応 

 

 

１ 被災と復旧 

東日本大震災により、税務大学校仙台研修所の職員１名、石巻署及び相馬

署の非常勤職員２名が亡くなり、職員の家族や住居も大きな被害を受けた。 

また、津波により大船渡署の１階が水没したほか、多数の局署庁舎におけ

る内外壁の亀裂、ライフライン（電気、ガス、水道）の寸断などの多大な被

害が発生した。 

これにより、震災直後の３月 14日は、仙台局及び関信局管内の 10 署が業

務を休止し、34署が窓口事務しか行えない状況となったが、４月18日には、

庁舎が使用できない大船渡署及び須賀川署を除き、全ての署で通常業務の再

開を果たした（現在、両署は仮庁舎において業務を継続）。 

 

２ これまでの対応 

⑴ 申告・納付等の期限の延長 

３月 12 日に、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県の国税に関

する申告・納付等の期限を延長（地域指定）する旨公表した（３月 15 日

告示）。これらの地域については、被災後の状況などを踏まえ、段階的に

延長期限の期日を指定しているところであり、青森県及び茨城県について

は７月 29 日、岩手県、宮城県及び福島県の内陸部等約８割の市町村につ

いては９月 30 日、岩手県及び宮城県の沿岸部の一部の市町村については

12月 15 日を期日として指定した。 

また、今般の震災により、延長期限の期日までに申告・納付等の手続き

が困難な納税者については、個別に期限の延長が認められることから（個

別指定）、当該期日や個別指定について広報・周知し、納税者からの相談

に適切に対応することとしている。 
（参考） 

石巻署管内の地域（石巻市、東松島市及び女川町）及び福島県の原発周辺

地域については、申告・納付等の期限が延長されていることから、今後も状

況を注視し、延長期限の期日について、引き続き検討を行う必要がある。 

 

⑵ 災害に関する税務上の取扱い等の周知 

震災発生後速やかに、次のような災害に関する税務上の取扱い等につい

て、パンフレットやホームページ等を通じて周知・広報を行った。 

イ 募金団体を通じた義援金等に係る確認手続の緩和（３月 15日） 

ロ 義援金を支出した場合の一般的な課税関係（３月 18日） 

 



ハ 災害に関する主な税務上の取扱い（資産の復旧費用や災害見舞金など

の取扱い）（３月 24日） 

ニ 被災した酒類製造場等に係る酒類製造免許等の取扱いの特例（３月

25日） 

ホ 災害を受けた場合の納税の緩和制度（４月６日） 

ヘ 輸出用酒類に関する証明書の発行（４月８日） 

ト 被災酒類に係る酒税相当額の還付手続等の取扱いの特例（４月 15日） 

チ 震災に関する諸費用の法人税の取扱い（４月 20日） 

リ 損失額の合理的な計算方法による雑損控除の計算や自動車重量税・印

紙税等の減免措置等（４月 28日） 

ヌ 震災に関する諸費用の所得税の取扱い（６月８日） 

 

⑶ 避難中の納税者への対応 

３月 22 日以降、東日本大震災により被災した納税者等が全国の避難所

等に避難している状況を踏まえ、税に関する相談、還付金の支払に関する

問い合わせ及び納税証明書の交付等について、避難所等の最寄りの税務署

で対応できる体制の整備を図った。 

 

⑷ 震災特例法の施行に伴う対応 

４月 27 日、東日本大震災の被災者等の負担の軽減等を図るため「東日

本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」（震災

特例法）が成立し、被害を受けた住宅や家財等につき、平成 22 年分所得

税に係る雑損控除等の適用が可能となる措置などが創設された。 

これに伴い、被災地域を所轄する署を中心として多数の申告・納税相談、

更正の請求や還付申告書の提出が見込まれたことから、 

① 被災地域においては、署間、局署間や他局からの応援派遣の実施によ

り必要な要員を確保する 

② 仙台局、関信局、東京局での電話相談における東日本大震災に関する

問い合わせには、専用番号「０番」を設け、相談員を増員して対応する、

また、５月 13 日以降は、仙台局電話相談センターの東京サテライトを

開設して対応する 

③ パンフレットや国税庁ホームページ等を通じて震災特例法の内容等

について周知・広報する 

④ 被災地域や納税者の方の実情に応じて、説明会や出張相談等を実施 

する 

⑤ 制度の周知・広報、説明会等の実施に当たっては、地方団体・関係民

間団体と連携、協調して対応する 

⑥ 避難所等の最寄りの税務署でも申告相談に対応する 

などの取組みを行っている。 

 



⑸ 被災地の税務署への応援体制 

仙台局については、多数の申告・納税相談、更正の請求や還付申告書の

提出に対応するため、４月 25 日以降、署間（延べ 9,262 人）、局署間（延

べ 2,700 人）、東京局及び関信局等からの応援派遣（延べ 1,102 人）を行

うことにより、必要な要員を確保している（９月末日現在）。 

 

⑹ 国税職員の地方公共団体に対する人的支援 

３月 19 日以降、仙台局において、２の県庁及び 29 の市役所等に対し、

延べ 5,967 人の職員を派遣し、り災証明書の発行業務等の支援を行ってい

る（９月末日現在）。 

 

３ 当面の課題 

⑴ 震災特例法（所得税関係）に基づく還付申告等への対応 

今回の震災により住宅や家財等に被害を受けた方は、津波等の被害が甚

大な岩手・宮城・福島各県を中心に多数存在し、これらの方は、震災特例

法に基づき、平成 22 年分の所得税について、雑損控除等の適用により所

得税の還付等を受けることができる。このため、これらの地域を管轄する

仙台局では、11 月末までを集中対応期間と位置づけ、記者発表などによ

る積極的な広報や、個別相談の案内などを行うことにより、被災した方が

早期に所得税の還付等を受けることができるように取り組んでいるとこ

ろである。 

また、平成 23 年分の所得税の確定申告期について、被災した方をはじ

めとする納税者が円滑に確定申告を行うことができるよう取り組んでい

くこととしている。 

 

⑵ 震災特例法（相続税・贈与税関係）における土地等の評価の特例 

相続税及び贈与税における土地等の評価は、相続又は贈与の時における

時価によることとされているが、震災特例法により、平成 23年３月 10 日

以前に相続又は贈与により取得した指定地域内の土地等に係る相続税・贈

与税で、同月 11 日以後に申告期限が到来するものについては、震災によ

る地価下落を反映させるため、相続又は贈与の時における時価によらず、

「震災の発生直後の価額」によることができることとされた。 

「震災の発生直後の価額」の算定に当たっては、震災による地価下落の

状況を反映した｢調整率｣を一定の地域ごとに定め、これを平成 23 年分の

路線価等に乗ずる方法により、「震災の発生直後の価額」を評価できるこ

ととしており、この「調整率」については、11 月１日に公開する予定で

ある。 

 

 
 

震災の発生直後の価額＝路線価等（H23.1.1 時点の価額）×調整率 

 



（注）指定地域は、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県の全

域、並びに、埼玉県加須市（旧北川辺町及び旧大利根町の区域）、埼玉県久喜市、

新潟県十日町市、新潟県中魚沼郡津南町及び長野県下水内郡栄村（平成 23 年 10

月 31 日現在）。 

 

⑶ 原子力事故に係る損害賠償金の課税上の取扱いに関する周知等 

８月５日に原子力損害賠償紛争審査会が原子力損害の範囲の全体像を

中間指針として取りまとめ、東京電力では、この中間指針を受けて８月

30日に避難等対象者への補償基準を、９月 21日に法人及び個人の事業に

関する補償基準をそれぞれ発表し、本賠償の請求受付を開始している。 

今後、東京電力から被害者への損害賠償金の支払が本格的に開始される

ことから、国税庁では、その損害賠償金の所得税法における課税上の取扱

いに関し、納税者への広報・周知を適切に行うこととしている。 

 

⑷ 酒類業関係 

福島第一原子力発電所の事故を受け、酒類の安全性確保の観点から、出

荷前の酒類等の放射能分析等を 10月より実施している。 

また、被災した酒類業者等に対する復興支援策として、各種中小企業施

策の情報提供、相談対応を実施しているほか、同施策の具体的活用法など

をテーマとした研修を実施することとしている。 

なお、甚大な被害を受けた中小酒類製造者に対する酒税の軽減措置につ

いて法案が国会に提出される予定である。 
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➣ 原発事故により、関信局、東京局、名古屋局管内の延べ 150 署で

計画停電が実施（3/14～3/28） 

仙台国税局 

関東信越国税局 

４月 18 日には、２署（大船

渡署・須賀川署）を除き、

全ての署で通常業務を実施 

※ 現在、大船渡署・須賀川署は、

仮庁舎で業務を継続 

被災と復旧の状況について 

震災直後は、10 署（赤色）

が閉庁、34 署（黄色）が窓

口事務のみを実施 

３月 22 日には、全ての署で

業務を再開（37 署では窓口

事務のみ実施） 
























